
２０１５年３月号 ８

歳入内歳入内訳訳

３億２,７６４万円村 税

３,２７５万円地方譲与税

３４万円利子割交付金

２９万円配当割交付金

４０万円株式等譲渡所得割交付金

１,５０２万円地方消費税交付金

２８１万円ゴルフ場利用税交付金

８５６万円自動車取得税交付金

６万円地方特例交付金

１４億６,５２４万円地方交付税

５８万円交通安全対策特別交付金

３万円分担金及び負担金

５,３５９万円使用料及び手数料

３,１８２万円国庫支出金

９,０８８万円道支出金

３,３８１万円財産収入

２１０万円寄附金

２,３６０万円繰入金

３億６,８０８万円繰越金

１億３,４６２万円諸収入

２億４０２万円村 債

歳出内歳出内訳訳

３,６２８万円議 会 費

５億５,１２３万円総 務 費

１億５,５１０万円民 生 費

１億７,６８４万円衛 生 費

８５３万円労 働 費

２億５,３６３万円農林業費

１億６,３１６万円商 工 費

２億５,８７１万円土 木 費

４億６,９８４万円教 育 費

１,０５９万円災 害 復 旧 費

２億３,８３９万円公 債 費

４億３,２９２万円職 員 費

໹໹଼଼ˎˎ ˑˑාාഽഽ
財政事情説明書の作成及び公表に関する条例に基づき、

平成２５年度決算状況をお知らせします。決算報告

特別会計とは、村が特定の事業を

行う際、一般会計とは別に目的に応

じた予算を独立して運営している

ものです。

一般会計の決算状況

歳入 ５億８,８８０万円

歳出 ５億６,３５４万円

歳歳出出収収入入会会計計

１億２,３９９万円１億３,５０１万円国民健康保険事業

８,３４４万円８,５５２万円村立診療所

1億２,１９３万円１億２,４７１万円簡易水道事業

９,６５８万円１億８６万円公共下水道事業

１億１６６万円１億４７２万円介護保険

１,４２７万円１,４４４万円後期高齢者医療

２,１６７万円２,３５４万円歯科診療所事業

特別会計の決算状況

歳入 ２７億９,６２４万円

歳出 ２７億５,５２２万円

住民一人当たりに使われた費用

２２９万６,０１６円
※一般会計の総額（２７億５,５２２万

円）を平成２６年３月末現在の人口

（１,２００人）で割っています。

住民一人当たりの税負担の額

２７万３,０３３円
※村税の総額（３億２,７６４万円）

を平成２６年３月末現在の人口

（１,２００人）で割っています。

平成２４年度と比べると、歳入で２億

８５４万円、歳出で２億３,５５０万円の増と

なりました。

４,８２４万円個 人
村民税

３,９９７万円法 人

２億１,８３４万円固定資産税

1,０６８万円国有資産等所在
市町村交付金

１８２万円軽自動車税

８５９万円村たばこ税

３億２,７６４万円合 計

村税収入内訳



９ ２０１５年３月号

◆健全化判断比率

◎ 実質赤字比率（早期基準＝１５％再生基準＝２０％）

実質赤字比率は、一般会計と公営事業以外の特別会計（以下「一般会計等」という。）を対象

とした実質赤字額（歳入－歳出）を標準財政規模で除して算定されます。

◎ 連結実質赤字比率（早期基準＝２０％再生基準＝３０％）

連結実質赤字比率は、一般会計等の実質赤字に公営事業会計の実質赤字額及び資金不足額を

加えた連結赤字額を標準財政規模で除して算定されます。

◎ 実質公債費比率（早期基準＝２５％再生基準＝３５％）

実質公債費比率とは、公債費（元利償還金）等が標準財政規模に比して、どの程度の負担で

あるかを表す指標です。比率が基準を超えると地方債の発行が制限されます。

◎ 将来負担比率（早期＝３５０％）

将来負担比率とは、自治体の将来的な財政負担をストック（残高）ベースで表す指標です。

◆資金不足比率

公営企業の資金不足（赤字額）を、事業規模である料金収入の規模と比較し、

経営状況の深刻度を表す指標です。

■健全化判断比率と資金不足比率とは■

■基金の現在残高

村の預貯金の残高です

１億８,９６４万円減債基金

９億８,５１７万円財政調整基金

２,７０５万円国際交流基金

２億８,８３１万円福祉基金

８,５９７万円農業振興基金

４,９０３万円林業振興基金

２億３,５１８万円そ の 他

１８億６,０３５万円合 計

■借入金の現在残高
村の借金の残高です

３００万円一般公共事業債

５,８９９万円一般単独事業債

２,９３０万円学校教育施設整備事業債

３４６万円辺地対策事業債

８８１万円災害復旧事業債

５億６,６０８万円過疎対策事業債

２億９,７４９万円公有林整備事業債

２５億５万円そ の 他

３４億６,７１８万円合 計

基金と借入金の状況
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■平成２５年度決算に基づく健全化判断比率
および資金不足比率

財 政 再 生
基準(参考)

早期健全化
基準(参考)

平成２５年度
指標

２０.０１５.０赤字なし実質赤字比率①

３０.０２０.０赤字なし連結実質赤字比率②

３５.０２５.０６.７実質公債費比率③

３５０.０負担なし将来負担比率④

経営健全化基準(参考)平成２５年度指標資金不足比率⑤

２０.０
資金不足なし簡水会計

資金不足なし下水道会計

自治体の財政悪化を未然に防

ぐとともに、悪化した団体に対し

て早期に健全化を促すため財政

健全化法が平成２０年４月から施

行されています。

平成２５年度決算により算定し

た占冠村の健全化判断比率と資

金不足比率の概要をお知らせし

ます。

住民一人当たりの借入金の額

２８８万９,３１６円
※借入金の総額（３４億６,７１８万円）

を 平 成２６年 ３ 月 末 現 在 の 人 口

（１,２００人）で割っています。


